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平成２２年度 最終処分資金管理業務に関する事業計画書 

 

自 平成２２年４月 １日 

至 平成２３年３月３１日 

 

 平成１２年１１月１日に「特定放射性廃棄物の最終処分に関する法律」（以下

「最終処分法」という。）第５８条第２項の規定による指定法人に指定され、最

終処分法第７５条第１項に規定する最終処分資金管理業務を開始して以来、本

年度で１１年目を迎えることとなった。 

 

【第一種最終処分積立金＊注１】 

  平成２１年度においては、原子力発電環境整備機構（以下「原環機構」とい

う。）から平成２１年３月に平成２０年度の積立金（約６９０億円）を受け入

れて、最終処分資金管理業務規程に基づき管理・運用を行い、ほぼ計画通り達

成できる見通しとなった。平成２１年度末運用残高は平成２２年３月受入予定

の平成２１年度積立金約８３３億円を含め約７，３９３億円※注２と見込まれる。 

  平成２２年度においては、平成２１年度積立金及び本年度に積み立てられる

平成２２年度積立金（約８３７億円）、償還金（約６３１億円）を安全かつ確

実に運用すべく、的確な業務管理に努めるとともに、原環機構による積立金の

取戻し（約８７億円）を円滑に行うこととする。これにより、平成２２年度末

運用残高は約８，２４５億円※注２と見込まれる。 

また、原環機構の平成２１年度の積立金の取戻し（約４３億円）に関して

支出確認の業務を適切に行うこととする。 

 

【第二種最終処分積立金＊注１】 

  平成２１年度においては、原環機構から平成２１年３月に平成２０年度の積

立金（約５９億円）を受け入れて、最終処分資金管理業務規程に基づき管理・

運用を行い、ほぼ計画通り達成できる見通しとなった。平成２１年度末運用残
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高は平成２２年３月受入予定の平成２１年度積立金約５１億円を含め約１３６

億円※注２と見込まれる。 

  平成２２年度においては、平成２１年度積立金及び本年度に積み立てられる

平成２２年度積立金（約５１億円）を安全かつ確実に運用すべく、的確な業務

管理に努めるとともに、原環機構による積立金の取戻し（約２７億円）を円滑

に行うこととする。これにより、平成２２年度末運用残高は約１６１億円※注２

と見込まれる。 

また、原環機構の平成２１年度の積立金の取戻し（約１２億円）に関して

支出確認の業務を適切に行うこととする。 

 

  

 これらの業務の遂行については、「資金管理業務に関する情報公開規程」に基

づいて、最終処分積立金の管理に関して適切な情報開示に努めるとともに、「資

金管理業務に関する倫理規程」に基づき最終処分資金管理業務に携わる役職員

の倫理の保持にも注意を払うほか、内部の業務管理体制についても相互に牽制

を保持していくなど厳正管理に努める。 

 

 
※注 1 第一種最終処分積立金は、最終処分法第１１条第１項の拠出金に係る最終処分積立金

を指す。また、第二種最終処分積立金は、最終処分法第１１条の２第１項の拠出金に
係る最終処分積立金を指す。 

 
※注 2 運用残高は未収利息を含む。 
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１．最終処分積立金の的確な管理・運用 

  

  最終処分資金管理業務規程及び同規程に基づき設置されている最終処分積

立金運用委員会の意見を踏まえ、第一種最終処分積立金及び第二種最終処分

積立金を安全かつ確実に運用すべく、的確な業務管理に努める。 

第一種最終処分積立金については、平成２１年度と同様に長期的な運用の基

本方針である「長期的に安全確実性を重視した運用、割引率を目標とした運用

収益の確保及び市場への影響に配慮」に沿って、的確な運用に努めるとともに、

保有する事業債及び地方債について発行体の財務分析を行うなど、債券の信用

リスクに対応した管理・運用に努めることとする。 

  第二種最終処分積立金については、第一種最終処分積立金と同様の運用基

本方針を踏まえつつも、中長期的なキャッシュ・フローを考慮し、将来の積

立金取戻しに備えた手元流動性の確保及び運用収益の確保の双方に配慮した

債券運用を行うこととする。 

 

 
２．最終処分積立金の支出確認及び取戻しへの対応 

 

  平成２１年度の原環機構の最終処分積立金の取戻しは、第一種最終処分積

立金が約４３億円、第二種最終処分積立金が約１２億円となっており、それ

ぞれ取り戻された額に相当する金額が、最終処分業務の実施に必要な費用に

適切に支出されたか否かの確認を厳正に行う。 

  また、平成２２年度の原環機構の必要支出額に係る第一種最終処分積立金

の取戻し（約８７億円）及び第二種最終処分積立金の取戻し（約２７億円）

に関し、適切に対応する。 
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平成２２年度　収支予算書（最終処分資金管理特別会計合計）
（平成２２年４月１日から平成２３年３月３１日まで）

（単位：千円）

最終処分積立金勘定 最終処分管理費勘定 合　　　　計

科　　　　　　　　　　目
予算額

前年度
予算額

増　 減 予算額
前年度
予算額

増　 減 予算額
前年度
予算額

増　 減
備　 考

Ⅰ　事業活動収支の部

　 １　 事業活動収入

　 　 ①　 積立金預り金収入 88,872,000 87,142,000 1,730,000 88,872,000 87,142,000 1,730,000

　　  ②　 積立金預り金運用収入 10,344,000 9,375,000 969,000 10,344,000 9,375,000 969,000

　　　　　 　  積立金預り金預金利息収入 17,000 75,000 △ 58,000 17,000 75,000 △ 58,000

　　　　　 　　積立金預り金有価証券利息収入 10,327,000 9,300,000 1,027,000 10,327,000 9,300,000 1,027,000

　 　 ③　 積立金預り金取崩収入 134,819,000 63,667,000 71,152,000 134,819,000 63,667,000 71,152,000

　　　　　 　　積立金預り金預金取崩収入 71,716,000 63,667,000 8,049,000 71,716,000 63,667,000 8,049,000

　　　　　 　　積立金預り金有価証券取崩収入 63,103,000 0 63,103,000 63,103,000 0 63,103,000

　 　 ④　 積立金事業管理費収入 120,500 116,500 4,000 120,500 116,500 4,000

　 　 ⑤　 雑収入 0 0 0 0 0 0

　　　　事業活動収入合計 234,035,000 160,184,000 73,851,000 120,500 116,500 4,000 234,155,500 160,300,500 73,855,000

　 ２　 事業活動支出

　 　 ①　 積立金預り金支出 222,495,000 149,041,000 73,454,000 222,495,000 149,041,000 73,454,000

　　　　　 　　積立金預り金預金支出 72,595,000 69,641,000 2,954,000 72,595,000 69,641,000 2,954,000

　　　　　 　　積立金預り金有価証券購入支出 149,900,000 79,400,000 70,500,000 149,900,000 79,400,000 70,500,000

　 　 ②　 積立金預り金取戻支出 11,540,000 11,143,000 397,000 11,540,000 11,143,000 397,000

　 　 ③　 積立金事業管理費支出 120,500 116,500 4,000 120,500 116,500 4,000

　　　　　 　　人件費支出 97,000 93,000 4,000 97,000 93,000 4,000

　　　　　 　　諸経費支出 23,500 23,500 0 23,500 23,500 0

　　　　事業活動支出合計 234,035,000 160,184,000 73,851,000 120,500 116,500 4,000 234,155,500 160,300,500 73,855,000

事業活動収支差額 0 0 0 0 0 0 0 0 0

Ⅱ　 投資活動収支の部

　 １　 投資活動収入

　 ２　 投資活動支出

投資活動収支差額 0 0 0 0 0 0 0 0 0

Ⅲ　 財務活動収支の部

　 １　 財務活動収入

　 ２　 財務活動支出

財務活動収支差額 0 0 0 0 0 0 0 0 0

当期収支差額 0 0 0 0 0 0 0 0 0

前期繰越収支差額 0 0 0 0 0 0 0 0 0

次期繰越収支差額 0 0 0 0 0 0 0 0 0
（参考）事業年度末における （平成２１年度末）（平成２２年度末）
　１．積立金預り金収入の累計見込 7,489億円 8,378億円
　２．積立金預り金運用収入の累計見込 454億円 558億円
　３．積立金預り金取戻支出の累計見込 414億円 529億円
　４．積立金預り金預金及び有価証券の残高見込 7,530億円 8,407億円
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平成２２年度　収支予算書（最終処分資金管理特別会計（第一種最終処分積立金口））
（平成２２年４月１日から平成２３年３月３１日まで）

（単位：千円）

最終処分積立金勘定 最終処分管理費勘定 合　　　　計

科　　　　　　　　　　目
予算額

前年度
予算額

増　 減 予算額
前年度
予算額

増　 減 予算額
前年度
予算額

増　 減
備　 考

Ⅰ　事業活動収支の部

　 １　 事業活動収入

　 　 ①　 積立金預り金収入 83,719,000 81,169,000 2,550,000 83,719,000 81,169,000 2,550,000

　　  ②　 積立金預り金運用収入 10,273,000 9,326,000 947,000 10,273,000 9,326,000 947,000

　　　　　 　  積立金預り金預金利息収入 15,000 62,000 △ 47,000 15,000 62,000 △ 47,000

　　　　　 　　積立金預り金有価証券利息収入 10,258,000 9,264,000 994,000 10,258,000 9,264,000 994,000

　 　 ③　 積立金預り金取崩収入 130,143,000 55,714,000 74,429,000 130,143,000 55,714,000 74,429,000

　　　　　 　　積立金預り金預金取崩収入 67,040,000 55,714,000 11,326,000 67,040,000 55,714,000 11,326,000

　　　　　 　　積立金預り金有価証券取崩収入 63,103,000 0 63,103,000 63,103,000 0 63,103,000

　 　 ④　 積立金事業管理費収入 94,616 91,580 3,036 94,616 91,580 3,036

　 　 ⑤　 雑収入 0 0 0 0 0 0

　　　　事業活動収入合計 224,135,000 146,209,000 77,926,000 94,616 91,580 3,036 224,229,616 146,300,580 77,929,036

　 ２　 事業活動支出

　 　 ①　 積立金預り金支出 215,383,000 137,694,000 77,689,000 215,383,000 137,694,000 77,689,000

　　　　　 　　積立金預り金預金支出 67,883,000 64,094,000 3,789,000 67,883,000 64,094,000 3,789,000

　　　　　 　　積立金預り金有価証券購入支出 147,500,000 73,600,000 73,900,000 147,500,000 73,600,000 73,900,000

　 　 ②　 積立金預り金取戻支出 8,752,000 8,515,000 237,000 8,752,000 8,515,000 237,000

　 　 ③　 積立金事業管理費支出 94,616 91,580 3,036 94,616 91,580 3,036

　　　　　 　　人件費支出 76,164 73,107 3,057 76,164 73,107 3,057

　　　　　 　　諸経費支出 18,452 18,473 △ 21 18,452 18,473 △ 21

　　　　事業活動支出合計 224,135,000 146,209,000 77,926,000 94,616 91,580 3,036 224,229,616 146,300,580 77,929,036

事業活動収支差額 0 0 0 0 0 0 0 0 0

Ⅱ　 投資活動収支の部

　 １　 投資活動収入

　 ２　 投資活動支出

投資活動収支差額 0 0 0 0 0 0 0 0 0

Ⅲ　 財務活動収支の部

　 １　 財務活動収入

　 ２　 財務活動支出

財務活動収支差額 0 0 0 0 0 0 0 0 0

当期収支差額 0 0 0 0 0 0 0 0 0

前期繰越収支差額 0 0 0 0 0 0 0 0 0

次期繰越収支差額 0 0 0 0 0 0 0 0 0
（参考）事業年度末における （平成２１年度末）（平成２２年度末）
　１．積立金預り金収入の累計見込 7,327億円 8,164億円
　２．積立金預り金運用収入の累計見込 454億円 556億円
　３．積立金預り金取戻支出の累計見込 387億円 475億円
　４．積立金預り金預金及び有価証券の残高見込 7,393億円 8,245億円
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平成２２年度　収支予算書（最終処分資金管理特別会計（第二種最終処分積立金口））
（平成２２年４月１日から平成２３年３月３１日まで）

（単位：千円）

最終処分積立金勘定 最終処分管理費勘定 合　　　　計

科　　　　　　　　　　目
予算額

前年度
予算額

増　 減 予算額
前年度
予算額

増　 減 予算額
前年度
予算額

増　 減
備　 考

Ⅰ　事業活動収支の部

　 １　 事業活動収入

　 　 ①　 積立金預り金収入 5,153,000 5,973,000 △ 820,000 5,153,000 5,973,000 △ 820,000

　　  ②　 積立金預り金運用収入 71,000 49,000 22,000 71,000 49,000 22,000

　　　　　 　  積立金預り金預金利息収入 2,000 13,000 △ 11,000 2,000 13,000 △ 11,000

　　　　　 　　積立金預り金有価証券利息収入 69,000 36,000 33,000 69,000 36,000 33,000

　 　 ③　 積立金預り金取崩収入 4,676,000 7,953,000 △ 3,277,000 4,676,000 7,953,000 △ 3,277,000

　　　　　 　　積立金預り金預金取崩収入 4,676,000 7,953,000 △ 3,277,000 4,676,000 7,953,000 △ 3,277,000

　　　　　 　　積立金預り金有価証券取崩収入 0 0 0 0 0 0

　 　 ④　 積立金事業管理費収入 25,884 24,920 964 25,884 24,920 964

　 　 ⑤　 雑収入 0 0 0 0 0 0

　　　　事業活動収入合計 9,900,000 13,975,000 △ 4,075,000 25,884 24,920 964 9,925,884 13,999,920 △ 4,074,036

　 ２　 事業活動支出

　 　 ①　 積立金預り金支出 7,112,000 11,347,000 △ 4,235,000 7,112,000 11,347,000 △ 4,235,000

　　　　　 　　積立金預り金預金支出 4,712,000 5,547,000 △ 835,000 4,712,000 5,547,000 △ 835,000

　　　　　 　　積立金預り金有価証券購入支出 2,400,000 5,800,000 △ 3,400,000 2,400,000 5,800,000 △ 3,400,000

　 　 ②　 積立金預り金取戻支出 2,788,000 2,628,000 160,000 2,788,000 2,628,000 160,000

　 　 ③　 積立金事業管理費支出 25,884 24,920 964 25,884 24,920 964

　　　　　 　　人件費支出 20,836 19,893 943 20,836 19,893 943

　　　　　 　　諸経費支出 5,048 5,027 21 5,048 5,027 21

　　　　事業活動支出合計 9,900,000 13,975,000 △ 4,075,000 25,884 24,920 964 9,925,884 13,999,920 △ 4,074,036

事業活動収支差額 0 0 0 0 0 0 0 0 0

Ⅱ　 投資活動収支の部

　 １　 投資活動収入

　 ２　 投資活動支出

投資活動収支差額 0 0 0 0 0 0 0 0 0

Ⅲ　 財務活動収支の部

　 １　 財務活動収入

　 ２　 財務活動支出

財務活動収支差額 0 0 0 0 0 0 0 0 0

当期収支差額 0 0 0 0 0 0 0 0 0

前期繰越収支差額 0 0 0 0 0 0 0 0 0

次期繰越収支差額 0 0 0 0 0 0 0 0 0
（参考）事業年度末における （平成２１年度末）（平成２２年度末）
　１．積立金預り金収入の累計見込 162億円 214億円
　２．積立金預り金運用収入の累計見込 0億円 1億円
　３．積立金預り金取戻支出の累計見込 26億円 54億円
　４．積立金預り金預金及び有価証券の残高見込 136億円 161億円
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